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 研究結果  

 
 

本研究は、日中双方の先行研究を踏まえ、エネルギー・環境の問題を喫緊の課題と

する中国の為に、日本の省エネルギー政策に関する支援策と、日中間の省エネルギー

協力関係の構築に重点を置き、石油ショック後における日本の省エネルギー政策の変

遷、目的、内容、適用可能性、及び日中両国間の省エネルギー協力の研究である。 

本研究を通じて、以下の結論を得た。 

一、省エネルギー法をうまく徹底するために、省エネルギー法の展開と実施を支え

る諸支援策を作ることが重要保障である。『省エネ·リサイクル支援法』、エネルギー

設備投資に対する金融上の助成措置、エネルギー需給構造改革投資促進税制、省エネ·

新エネに関する各事業などの支援策は日本の省エネルギーの展開及びその効果を支え

ていた。 

二、国民教育と民族文化はエネルギーの効率化を実現する基礎である。中国では、

資源節約に関する教育をあまり重視していなかったから、国民の節約意識が薄く、省

エネルギー効果が目立たない。これに対する日本は、石油ショック後、学校から社会

まで、省エネルギーに関する教育をうまく徹底している。今回、日本に来て、日本人

の省エネ意識と省エネ文化を現地現物で実感した。 

三、省エネ·環境協力とエネルギー安全保障を中心に、日中間の新たな協力枠組みを

早く構築する必要がある。1990 年代まで、日中間のエネルギー協力体制が構築できた

背景は、日本がエネルギー消費国で輸入国、中国はエネルギー生産国で輸出国という

立場の違いがあり、それによって相互補完関係が成り立っているが、現在は従来の相

互補完関係が成り立たない。こうした見方で、今後の日中間の協力体制を考えると、

まずは省エネ·環境協力とエネルギー安全保障での連携から、早く展開する必要がある

と思う。 

省エネルギー政策に関する知識をいろいろと勉強したが、分からないところがまだ

たくさんあり、今後とも、続いて、頑張る必要があると思っている。 
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